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新たな専門医の研修プログラムが始
まると、都市部の大学病院や大病院に
専門医を目指す医師が集中し、地域偏
在が拡大する懸念が高まっている。ま
た、制度を運営する日本専門医機構の
ガバナンス不足が指摘されており、新
専門医制度をめぐる混乱に拍車をかけ
ている。厚労省は社会保障審議会・医
療部会のもとに「専門医養成の在り方
に関する専門委員会」を設置し、「専攻
医」の定員枠などの対応を検討してい
るが、関係者の不安は払拭されていない。
会見では、日医の横倉会長が要望の
趣旨を説明。「地域医療提供体制と専
門医機構が提案する仕組みの間に齟齬
が生じている」と述べた。全日病の西
澤会長は、地域の中小病院から医師の
引揚げが始まれば、「地域医療の崩壊
につながる」とし、制度全体を立ち止
まって見直す必要性を強調。日病の堺
会長は「専門医制度は医療提供体制を
包含した複合的課題となっている」と

の認識を示した。日本精神科病院協会
の山崎会長は、「このままでは初期臨
床研修制度で壊れた医療がさらに崩壊
する」と発言。医療法人協会の加納会
長は「しっかり立ち止まり研修プログラ
ムを点検する必要がある」と強調した。
要望書は具体的な提案として、専門
医を目指す医師や患者・国民も加え、
関係者を集めた検討の場を早急に設置
することを求めた。検討の場で、各診
療領域のプログラムを集中的に精査。
地域医療の観点から懸念が残れば、来
年度の開始を延期し、現行の仕組みを
維持することを求めた。
各診療領域のプログラムにおいて、
地域医療に配慮した病院群が設定され
ているかについて、都道府県の協議会
の了解を得ることを条件とした。日本
専門医機構に対しては、「日常的な運
営のあり方」を含め、抜本的な見直し
を求めている。
塩崎恭久厚労相は同日、四病協・日

①患者や国民に不利益を及ぼすような
急激な医療提供体制の変更をしないこ
と。地域医療の崩壊を防ぐことを最優
先し、ここは一度立ち止まり、専門医
を目指す医師の意見を聞くとともに、
地域医療、公衆衛生、地方自治さらに
は患者・国民の代表による幅広い視点
も加えて早急に検討する場を設け、そ
の検討結果を尊重すること。その際い
わゆるプロフェッショナルオートノ
ミーは尊重されるべきである。
②検討の場において、現在各診療領域
で定められているプログラム整備基準、
特に指導医を含む医師及び研修医の偏
在の深刻化が起こらないかどうか集中
的な精査を早急に行い、その結果、地
域医療の観点から懸念が残るとされた
診療領域のプログラムは 2017年度か
らの開始を延期し、現行の学会専門医
の仕組みを維持すること。
③新たな専門医の仕組みにおけるプロ
グラム作成や地域医療に配慮した病院
群の設定等を行うに当たっては、それ
ぞれの地域において都道府県、医師会、
大学、病院団体等の関係者が協議、連

携し、都道府県の協議会において了解
を得ること。
④日本専門医機構のガバナンスシステ
ム等、組織のあり方については、医療
を受ける患者の視点に立って専門医の
仕組みの再構築を目指すという原点に
立ち返り、医師の地域的偏在の解消に
向けて寄与するなど地域医療に十分配
慮すべきであり、そのためにも、地域
医療を担う医療関係者や医療を受ける
患者の意見が十分に反映され、議論の
透明性や説明責任が確保されるような
ガバナンス構造とする等、日常的なあ
り方を含め、抜本的に見直すこと。
⑤すべての医師が専門医を取得するも
のではなく、女性医師をはじめとした
医師の多様な働き方に十分配慮した仕
組みとすること。また、すでに地域医
療で活躍している医師が、専門医の取
得、更新を行うにあたり、医師の診療
体制や地域医療に悪影響が出るような
過度な負担をかけないこと。
⑥総合診療専門医、サブスペシャルテ
ィの議論はそれぞれ時間をかけてしっ
かりと行うこと。

新たな専門医制度の来年４月の実施
をめぐって議論している専門医養成の
在り方に関する専門委員会（永井良三
委員長）は５月 30日に第３回の会合を
開き、日本専門医機構の組織・運営の
問題点を議論するとともに、今後の対
応を協議。厚労省は、専門医の偏在や
地域医療の混乱を防ぐため、都道府県
別・診療科別等に「専攻医」の定員枠
を設定することを提案した。
しかし委員からは「この場で延期を
決めてほしい」など、来年４月実施の
延期を求める意見が相次いだ。永井委
員長は、各学会が制度とかかわりなく
独自に新たなプログラムを実施するこ
とになれば、「専攻医」の地域偏在が避
けられないとして、地域枠を設定する
必要があると主張。学会の意向を確認
することを提案し、その場をおさめた。
この日は、機構の理事会や社員総会
の議事録などが資料として示された。
委員からは、この間の経緯も踏まえ、
機構の運営上の問題点を指摘する意見
が相次いだ。
「学会が関与しないと実務が回らな

いのに、当初は利益相反を理由に学会
が参画できず、学会を無視して物事が
決まった」など、機構と学会の関係の
悪さを指摘する意見があったほか、「事
務局体制が脆弱なのは否めない。事務
局の人数を増やして解決するとも思え
ず、権限を整理して、他団体の支援も
必要」などの意見があった。
全日病会長の西澤寬俊委員は、「期
限が限られているなかで無理をしたた
めに暴走気味になったのだと思う。原
点に戻り、医療人がプロフェッショナ
ル・オートノミーでやるんだというこ
とで、もう一度議論する必要がある」
と呼びかけた。
永井委員長は、「機構の組織運営に
関する議論はこの場で続ける必要が
ある」とした上で、「現在進めているや
り方で新専門医制度を始めることは
困難」との認識を示した。その一方で、
学会が新たなプログラムを準備してい
ることから、「これをしっかりとコン
トロールしないと思わぬ影響が出る」
と述べ、対応を議論する必要があると
の考えを示した。

これを受けて厚労省が、永井委員長
が前回示した私案を具体化した資料を
説明した。永井私案は、来年度に診療
領域・都道府県ごとに「専攻医」の定
員枠を設けることがポイント。過去３
年間の採用実績に基づき、研修医の希
望状況調査を踏まえ、設定するとして
いる。
都市部の定員枠は過去の採用実績の
1.0倍、都市部以外は 1.2倍とした。また、
都道府県の協議会に、地域医療確保の
観点から、必要な施設が漏れていない
かを確認する役割などを担わせるとし
ている。
しかし委員からは、「専攻医」の定員
枠を設定しても問題は解決せず、「延期

すべき」との意見が相次いだ。日本医療
法人協会会長の加納繁照委員は、「新た
な専門医のプログラムはあまりに大
学病院、大病院中心だ」と述べ、新プロ
グラムが始まることに懸念を表明。西
澤委員は「学会と一緒になって、プログ
ラムを含め今後のあり方を議論すべき
だ」と提案した。
これに対し永井委員長は、各学会が
独自に新プログラムをスタートさせる
ことを止めることはできないと発言し
た。その場合は、医師の偏在がさらに
拡大しかねないとし、定員枠導入の必
要性を訴えた。厚労省は次回の会合ま
でに学会の意見を把握する意向を示し
た。

専門医機構の組織・運営のあり方に批判噴出
制度の実施延期を求める声が圧倒的厚労省・専門医養成の在り方に関する専門委員会

四病協・日医が専門医機構と学会に要望

専門医制度の拙速な実施避け、地域医療に十分な配慮求める
四病院団体協議会と日本医師会は６月７日に会見を開き、日本専門医機構と基

本診療領域を担う学会に対し、新たな専門医の仕組みを2017年度から拙速に導
入することはせず、地域医療を崩壊させることのないように十分な配慮をした上
で専門医研修を始めることを求めた。また、専門医を目指す医師や患者・国民を
含めた幅広い関係者で検討の場を設けることを提案。その場で各診療領域のプロ
グラムを精査し、懸念が払拭できないプログラムは開始を延期することを求めた。

医の要望についてコメントを発表。「医
師・研修医の偏在防止及び日本専門医
機構のガバナンスの抜本的見直しを要
望した趣旨を十分理解する」との認識

を示した上で、専門医機構および学会
に対し、医療関係者や自治体の意見を
真摯に受け止めるよう、強い期待を表
明している。

●西澤会長の発言
新専門医制度は必要だが、会員病
院、中小、地域の病院からこの制度
が始まると、医師の引揚げが生じる
との声がかなり前から出ていた。こ
れはやはり地域医療の崩壊につなが
るということで、そうなれば新専門
医制度の趣旨とも相反する。もう一

度、新専門医制度を見直し、地域医
療を守る方向にするために今回の要
望となった。
来年度から新専門医制度を性急に
始めないことが基本であり、制度全
体として立ち止まる必要があるとい
う趣旨だ。

●新たな専門医の仕組みへの懸念について（要望）

全日病_2016_0615.indd   1 2016/06/13   13:28



（2） 2016年（平成28年）6月15日（水） 全日病ニュース

中医協診療報酬調査専門組織の
DPC評価分科会（分科会長・小山信彌
東邦大学医学部特任教授）は 2016年度
診療報酬改定後初の会合を、５月 25
日に開いた。
厚労省は 4月 13日の中医協総会に示
した 2016年度改定におけるDPC見直
しへの対応結果を同分科会にあらため
て報告するとともに、補足事項として、
Ⅱ群病院選定に際して用いた指標別の
基準値を明らかにした（別表を参照）。
今改定でⅢ群からⅡ群に 54病院が
移ったが、準備病院からも１病院が選
定されている。一方、Ⅱ群からⅢ群に
移行したのは 14病院という結果とな
った。
Ⅱ群病院選定の実績要件のうち、「高
度な医療技術」については、これまで
外保連試案にもとづく外科系技術の実
績を求めてきたが、今改定から、内科
系技術として特定内科診療（25疾患）
にかかわる３項目の実績を要件に加え

厚生労働省の社会保障審議会「療養
病床の在り方等に関する特別部会」は
６月１日に初会合を開き、慢性期の医
療・介護ニーズに対応するため新たな
施設類型の具体的議論を開始した。
全日病からは西澤寬俊会長が参加。
部会長には遠藤久夫・学習院大教授が
選出された。今後、月１回程度の会合
を重ね、年内のとりまとめを目指す。
2017年度末に設置期限を迎える介護
療養病床と 25対１医療療養病床の再
延長をめぐるやりとりが行われたが、
病院団体を代表する委員が現行制度の
延長を求めたのに対して、保険者側の
委員は否定的な見解を示した。
療養病床をめぐっては、2006年の法
改正で、老健施設等への転換を進めつ
つ介護療養病床を 2011年度末で廃止
することが決まったほか、医療法上の
療養病床人員配置標準を６対１から４
対１に引き上げ、６対１は 2011年度
末まで認める経過措置が設定された。
その後、介護療養病床の受皿として
転換型の介護療養型老人保健施設が創
設されたが、転換が進まなかったこと
などから、廃止期限と６対１にかかわ
る経過措置は 2017年度末まで延長さ
れ、今日に至っている。
したがって、診療報酬上の医療療養
病床 25対１は医療法上の６対１経過
措置が廃止された後は法的根拠を失う

て、計６項目のうち５項目以上を満た
せばよいとしたことがⅡ群病院を 99
施設から 140施設に増やす大きな要因
となった。要件緩和の一方で、外保連
試案にかかわる基準値はそれぞれ前改
定よりも引き上げられた。
厚労省はまた、機能評価係数Ⅱの８
項目に関する医療機関別の係数内訳と、
同係数のうちの地域医療係数に変換さ
れる前の相対評価を表す地域医療指数
（体制評価指数）の医療機関別内訳を
それぞれ分科会に報告した。
８項目のうちの重症度係数をみる
と、群別の最高値は、Ⅰ群が 0.01744、
Ⅱ群が 0.02027、Ⅲ群が 0.01528となっ
た。その一方で、Ⅲ群病院のうち 122
施設が「0.00000」とゼロの評価になっ
たが、Ⅰ群の８施設とⅡ群の 14施設
も「0.00000」という結果となった。
重症度係数は「診断群分類点数表で
表現しきれない、患者の重症度の乖離
率を評価」するもので、当該医療機関

ことになる。
一方、昨年から策定が始まった地域
医療構想において医療機能ごとの必要
病床数の推計が示されたが、慢性期の
病床については、「療養病床の入院患
者のうち医療区分１の７割が在宅医療
等に移行」する前提で推計されている
ため、この移行を受け入れる医療・介
護提供体制の構築が課題となっている。
こうした中、「療養病床のあり方等
に関する検討会」は今年１月に、療養
病床の受け皿の選択肢として新たな施
設類型を提起する報告書をまとめた。
それは「医療内包型」と「医療外付型」
からなり、さらに「医療内包型」を利
用者の容体が急変するリスクなどによ
り、２つのパターンに分けた３タイプ
からなる。
これらを具体化するには人員配置や
施設基準などの制度設計が必要なため、
社保審に特別部会を設置して検討する
ことになったわけだが、医療・介護の
分野を横断する検討が必要となるため、
その所管は保険局、医政局、老健局の
３局にまたがる上、委員も 31名に及
ぶ大世帯の審議会となった。
また検討結果は、介護保険部会や医
療部会、医療保険部会など関係部会の
了承が必要となるため、厚労省はでき
るだけ早く意見をとりまとめる考えを
示している。

における「包括範囲出来高点数／診断
群分類点数表に基づく包括点数（ただ
し救急入院の患者については救急医療
指数で評価される２日目までの点数は
除外）」と、乖離率から指数を算定し
て係数化される。いわば、同じ診断群
分類でも資源投入量が多くなる患者を
重症者と捉え、係数Ⅱの評価に織り込
むという考え方だ。
重症度係数が提起されてきた背景に
は、「施設間の診療の傾向を調整する
だけでなく、診断群分類点数表では表
現しきれない重症度の違いを調整する
機能等がある」暫定調整係数の廃止に
向けて、「アウトライアーといわれる
重症度が高い患者を受け入れざるを得
ない病院に対する配慮が必要」とする
見方があった。したがって、CCP マ
トリックスの導入とともに、１つの対
応策として今改定で試行的に導入され
た。
ただし、この考え方に対しては、分
科会でも「標準化や効率化が進んだ病
院は評価が低く出ることにならない
か」、「不必要な検査等を行えば重症度
指数が高くならないか」といった疑問
の声が上がるなど、分科会の意見は必
ずしもまとまっていない。
この日の提出資料では「出来高実績
点数が高い方が係数は高くなるが、重
症度係数によって補てんされるのは包
括点数と出来高点数の差の一部分に過
ぎない」と説明。医療課の担当官も「出

●現行制度の延長めぐり応酬
昨年からの療養病床の議論にあたり、
四病協は日本医師会と共同歩調をとり、
新たな施設類型について積極的に発
言・提案を行ってきた。
他方で、全日病は会員病院を対象に
実施した調査結果を検討会に提出。療
養病床を持つ病院の多くが介護療養病
床と 25対１医療療養病床の廃止に反
対していることを訴えた。
この日の会合でも現行制度の延長が
議論となった。
日本医師会常任理事の鈴木邦彦委
員は、「現行制度の再延長を第一の選
択肢にすべき」と主張。これに対して、
保険者代表の委員は「特例で延ばすの
はおかしい。延長するなら法改正が必
要」と発言した。
全日病会長の西澤寬俊委員は、「こ
の場で議論して決めれば、再延長する
法律改正はできる。再延長を含めた議
論はすべきと考える」と述べ、厚労省

来高実績点数を高くするという意図的
な診療行為をしても、その分が補てん
されるという趣旨の係数ではない」と
述べている。
しかし、委員からは「自院は重症度
係数で高い数値を得たが、実は、これ
は効率化が進んでいないことではない
かと考え、検証作業を進めている。こ
の係数が高い方がいいのか、低い方が
いいのかよく分らない」と戸惑いの声
があがるほど、分かりにくい係数とな
っている。
脳血管研究所附属美原記念病院長の
美原盤委員（全日病副会長）も、「包括
点数と出来高の差を評価するというの
は、効率化を目指す方向に逆行してい
ないか」と疑問を唱えた。
これに対して、担当官は「出来高実
績点数には無駄な医療資源投入が含ま
れざるを得ないというご指摘はそのと
おりだが、どこまでが無駄で、どこか
らが無駄でないのかは今後の議論で精
緻化していきたい」と回答した。
その結果、重症度係数の評価は、引
き続く「次期改定に向けた検討課題」
の１つに取り上げられた。
「検討課題」には、ほかに、Ⅱ群の
選定要件（Ⅱ群病院の地域における機
能の評価等）、暫定調整係数が果して
きた機能の今後のあり方、各係数の重
みづけ、CCP マトリックス、病院情
報公表評価の具体的方法などがあげら
れた。

も法律改正によって再延長は技術的に
可能との見解を示した。
新たな施設類型に関しては、各委員
が様々な見解を表明した。全国抑制廃
止研究会理事長の吉岡充委員は「介護
療養病床は人員配置基準を上回るスタ
ッフを配置しても患者が身体拘束を受
ける状況にある。新たな施設類型の
人員削減には断固として反対」と発言。
これを受けて西澤委員は、「身体拘束
ゼロの運動が進んでいるものの、まだ
なくならない。この問題への対応を含
め、新たな施設類型でどれだけの医療・
介護スタッフが必要なのかを議論して
いくべきだ」と主張した。
厚労省が特別部会に示した検討課
題は、（1）人員配置基準（2）施設基準
（3）財源（4）低所得者への配慮などだ
が、次回６月 22日には療養病床の関
係者からヒアリングを実施し、その後
は、検討課題のうち準備ができたもの
から議論していく予定だ。

重症度係数で議論　効率性評価との関係めぐり疑問も

療養病床の新たな受け皿の議論始まる

中医協・DPC評価分科会

厚労省・療養病床の在り方等に関する特別部会

次期改正に向け、今後の検討課題を確認

初会合で介護療養病床の再延長めぐり応酬

●特別部会の初会合に出席する西澤会長（中央）

実績要件 指標の内容
基準値※

2016年度 2014年度
⑴診療密度 １日当たり包括範囲出来高平均点数 2513.24 2482.09
⑵医師研修の
実施

許可病床１床あたりの臨床研修医師数（基幹型臨床
研修病院における免許取得後 2年目まで） 0.0222 0.0233

⑶高度な医療
技術の実施（６
項目のうち５
項目以上を満
たす）

外保連試案

3a�）手術実施症例１件あたりの外保
連手術指数（外科医師数及び手術
時間補正後）

12.99 12.39

3b�）DPC 算定病床当たりの同指数
（外科医師数及び手術時間補正後） 118.18 102.68

3c）手術実施症例件数 4,695 2529

特定内科診療
（25疾患）

3A）症例割合 0.0101
3B）DPC算定病床当たりの症例件数 0.1940
3C）対象症例件数 115

重症患者に対
する診療の実
施

複雑性指数（重症DPC補正後） 0.0855 0.1197

◎2016年度改定におけるⅡ群病院選定の指標別基準値（厚労省資料を基に作成）

※四捨五入した値を表示
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社会保障審議会・医療保険部会は５
月 26日、①最近の医療費の動向②高
齢者医療の現状③子どもの医療制度の
あり方─について厚労省から報告を受
け、意見交換した。医療費の動向では、
調剤医療費が高い伸びを示しているこ
とが報告され、Ｃ型肝炎治療薬など高
額薬剤の影響を懸念する意見があった。
「最近の医療費の動向」について厚
労省は、「2015年４月〜 11月にかけ
て医療費全体は 3.1％の伸び率となり、
2012年度〜 14年度の伸び率２％程度
と比べると高めに推移しているが、中
でも、調剤医療費は前年比 8.2％とい
う高い伸び率を示している」と報告し
た。
調剤医療費は特に 2015年６月に前
年比 11.0％、11月には 12.1％と急伸し
ているが、薬剤料の多くを占める内服
薬について薬効分類別の伸びを見ると、
抗ウイルス剤、その他の腫瘍用薬、糖
尿病用剤の伸びが大きくなっている。
抗ウイルス剤としては、Ｃ型肝炎
の画期的治療薬であるソバルディ錠
（薬価６万 1,799円／錠）が 2015年５月
に、さらに、合剤のハーボニー錠（８万
171円／錠）が同８月末から発売され
ている。
その結果、抗ウイルス剤の薬剤料総

次期通常国会に介護保険法改正案を
提出するために議論している社会保障
審議会・介護保険部会（遠藤久夫部会
長）は、５月 25日の会合で、①地域支
援事業、②介護予防、③認知症施策に
ついて議論した。同部会は、年末に議
論をとりまとめる予定。
厚労省は、地域支援事業の充実に向
けた論点を７点示したが、議論はもっ
ぱら地域包括支援センターの機能充実
をめぐる問題に終始した。
地域包括支援センターについて多く
の委員が指摘したのは「過剰な業務負
担」と「職員の数と質の不足」をどう改
善していくかという点。
すべての市町村に設置されている地
域包括支援センターは、その半数近く
が「３人以上〜６人未満」の人員配置

次期がん対策推進基本計画の閣議決
定に向け、「がん診療体制のあり方に
関する検討会」が５月 20日に、３年ぶ
りに会合を開いた。地域におけるがん
診療のあり方や拠点病院の指定要件の
見直しなどを議論し、来年１月の次期
基本計画骨子案に対する提言をまとめ
る。座長に、北島正樹国際医療福祉大
学副理事長を選任した。
がん対策推進基本計画はがんの死亡
者の減少やがん患者・家族の苦痛の軽
減、がんになっても安心して暮らせる
社会を目指すための計画。平成 19年
度からの 10年間で 75歳未満の年齢調
整死亡率を 20％減少させることを数
値目標にしている。しかし現状で達成
は困難な状況で、政府は昨年 12月に
「がん対策加速化」プランを策定した。
がん対策推進基本計画に関わる議論
は基本的には、がん対策推進協議会が

額は、2015年の４月〜９月に 1,133億
円（前年同期は 467億円）、10月〜 11
月は２か月間で 806億円、11月だけで
も 432億円にまで急増した。
厚労省は「月間の医療費は概算で 3.4
〜 3.5兆円。そのうち内服薬の調剤医
療費は 350億円前後で、影響は１％に
過ぎない」と冷静にみているが、保険
者の委員からは「抗ウイルス剤の新薬
がもたらす影響を中期的に推計してほ
しい」と注文がついたほか、「市場拡大
再算定に期待する」といった声も上が
った。
2016年度の薬価制度改革では「特例
の市場拡大再算定」ルールが導入され
たが、前出のソバルディ錠とハーボニ
ー配合錠は、そのうちの「年間販売額
が 1,500億円超で、かつ予想販売額の
1.3倍以上となるもの（最大で 50％の価
格引き下げ）」の対象とされた。
高齢者医療について、厚労省は、対
前年度伸び率が 2010年度 5.9％、2011
年度 4.5％、2012年度 3.0％、2013年度
3.6％、2014年度 2.3％と推移している
ことから「伸び率は鈍化の兆しを示し
ている」とし、さらに、「１人当たり医
療費でみると、他制度と比べて伸び率
はさらに鈍化している」との認識を示
した。

で、地域からの様々な相談への対応、
要介護老人等の権利擁護活動、ケアマ
ネジメントに対する支援、介護予防ケ
アマネジメント、地域ケア会議の開催
等地域におけるネットワークの構築な
ど、多様な業務を行っている。
しかし、研究班による調査によると、
センターの８割は業務量が過大と訴え
ており、半数が職員の力量不足を課題
にあげ、さらには８割弱が、課題とさ
れる具体的な業務に地域のネットワー
ク構築をあげているなど、地域包括ケ
アシステム構築のカギとなるべき地域
包括支援センターは、機能が十分に発
揮できない状態におかれている。
こうした状況に、委員からは、「介
護予防ケアマネジメントは基本的に外
部委託とするなど業務を仕分けるべ

行う。しかし今回、「検診」「医療提供
体制」「緩和ケア」については、別の検
討会でそれぞれ提言をまとめることに
なった。このうち、がん診療体制のあ
り方に関する検討会は「医療提供体制」
をテーマに議論する。
具体的には、「ゲノム医療」「情報提
供」「がん診療連携拠点病院等におけ
る医療安全」「放射線治療」「がん診療
連携拠点病院等の指定要件」の各項目
について議論する。がん医療をめぐる
状況が変化している中で、「これまで
均てん化を目指してがん診療連携提供
体制の整備を進めてきたが、今後がん
診療提供体制はどうあるべきか」を課
題にした。
同日は、国立がん研究センター研究
所の間野博行所長から「ゲノム医療」、
国立がん研究センターがん対策情報セ
ンターの若尾文彦センター長から「情

2014年度の入院医療費の伸び率は
2013年度に続いて 2.2％と低く、外来
医療費も 2013年度の 4.9％から 2014年
度には 1.8％へと伸びが鈍化した。
保険者側の委員は、高齢者医療費を
支える現役世代の負担が増えているこ
とから、窓口負担の引き上げなどを求
めたが、厚労省は、保健事業を充実さ
せることで負担の適正化を図る方針を
示した。後期高齢者の特性に応じてフ
レイル（虚弱）対策を軸とした保健事業
に改める考えだ。
子どもの医療制度の在り方について
は、「子どもの医療制度の在り方等に
関する検討会」が３月にまとめた報告
書の内容が報告された。これは、子ど
もの医療費を減免している自治体に対

き」「保健師、社会福祉士、介護支援
専門員からなる人員配置を見直して民
間企業からの職員登用も検討する」な
ど、現行体制の大幅な見直しを求める
声が相次いだ。
また、「医師会との共催とすべき」な
ど、地域ケア会議の充実を求める意見
が多く出た。

報発信」について、話をきいた。
間野所長は、「ゲノム医療」について、
がんの分子標的治療薬など治療の観点
と予防である遺伝子診断の観点から説
明。遺伝子診断については「日本にお
いてゲノム情報を用いて治療介入する
ゲノム医療を早急に開始する必要があ
る」と主張。病院がゲノム医療を提供
する場合には、学術・病院・産業界の
協力が不可欠で、広い範囲の人材が必
要であることも示した。
若尾センター長は同センターのホー

する国保の公費減額調整措置をどうす
るかという問題。　　
検討会報告は、自治体間で拡大競争
が進む減免制度に対する賛否両論を併
記する一方で、自治体まかせの減免制
度に対する国の統一基準を含めて、そ
のあり方を見直すべきとの提言が盛り
込まれた。
この日は、主に保険者の委員から、
子どもの医療費を減免する地方単独事
業を実施している自治体に対する国庫
負担の減額措置を支持する意見が相次
いだが、部会では、「一億総活躍社会」
に向けて政府が少子化対策を推進する
中で地方自治体の取り組みをどう支援し
ていくかという観点を踏まえて、そのあ
り方を検討していく方針を確認した。

認知症施策の推進については、「精
神病棟に偏った施設政策を改め、内科
系の総合診療医が診る方向で取り組む
べきではないか。精神科のベッドを削
減するならば、その分を総合診療医に
回して認知症患者の受け入れを進める
べきではないか」（武久日本慢性期医
療協会長）との意見も示された。

ムページから検索できるがん情報サー
ビスの状況を説明。がん診療連携拠点
情報から提供される元データについて、
院内登録やDPC データ、医療施設調
査など既存のデータ活用で、より正確
な情報を収集できるとした。
全日病副会長の神野正博委員は、協
議会や他の検討会の議論の状況を同検
討会にも報告するよう求めるとともに、
「がん治療の拠点病院は施設整備もマ
ンパワーも必要。整備に際しては選択
と集中が重要となる」と述べた。

2015年度調剤医療費の伸び率が急伸　高額薬剤の影響に懸念示す

地域包括支援センター充実へ、人員配置規制の緩和を求める意見も

次期がん基本計画に向け検討始まる

厚労省・医療保険部会

厚労省・介護保険部会

厚労省・がん診療体制検討会

後期高齢者医療費は鈍化の兆し

　　　　

　　　　

●検討会に臨む神野副会長（右から２人目）
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四病院団体協議会は５月 25日に開
いた総合部会で、専門医制度への対応
を協議し、制度運営を担う日本専門医
機構に対し、質問状を送ることを決め
た。質問状の内容は、同機構の社員・
理事の扱い、および運営体制に関する
もの。
四病協は専門医機構の発足当初、４
団体がそれぞれ社員として参画するこ
とを要望したが、認められなかった経
緯があり、４団体で１人の社員とされ
ている。最近になって各団体が社員と
して参加することは可能と伝えられた
が、説明を求める。
また、理事はこれまで４団体で１人
で、日本病院会から末永裕之副会長が

日本病院団体協議会は５月 27日、
2016年度診療報酬改定の影響を調査す
ることを決めた。団体ごとの調査にな
るが、７対１病棟からの移行や「重症
度、医療・看護必要度」の項目見直し
に関しては、共通の調査項目とする。
統一的な見解が得られれば、厚労省へ
の意見書にまとめる予定。また、同日
の議論では、新専門医制度について、
来年度から開始できるほど「議論が煮
詰まっていない」との認識で一致した。
中医協の診療報酬改定結果検証部
会が調査結果をまとめるのを待たず
に、日病協として主要な改定項目の影
響を調べる。６月中に診療報酬実務者
会議で調査項目のひな形を作成。７対
１病棟等の「重症度、医療・看護必要

参加している。このほど四病協からの
理事は２人になったと伝えられたが、
その経緯と理由について説明を求める。
また、同機構は６月に役員の改選期を
迎えるが、役員候補者選考委員会委員
の推薦をめぐって混乱があったことか
ら運営面の改善を求める。
来年４月からの実施が予定される専
門医制度をめぐっては、医師の偏在を
助長するとの懸念から実施延期を求め
る意見が強いが、制度運営を担う同機
構の体制に対する懸念も強い。
このほか、この日の四病協では、熊
本地震の対応で厚労省に要望書を提出
することを決めた。また、療養病床の
見直しについて協議した。療養病床に

度」の経過措置は９月 30日までで、そ
れが切れる 10月以降の７対１病棟等
の転換に関する意向などを共通項目と
して、会員病院にアンケート調査する。
新専門医制度については、厚労省の

「専門医養成の在り方に関する専門委
員会」で来年度の開始を前提にしたか
のような議論が進んでいることに対し、
来年度に開始できるほどに「議論が煮
詰まっていない」との認識で一致した。
「専攻医」に定員枠を設けるとする
専門委員会の永井委員長の私案につい
ても、「走りながら考えるというが途
中で転倒するのではないか」などの意
見が相次いだという。
神野正博議長（日本社会医療法人協
議会副会長）は会見で、「プロフェッシ

ついては、新たな施設類型が提案され
ているものの介護療養病床と医療療養
病床 25対１の廃止については、具体
的な議論は行われていないことから、
新たに設置される「療養病床の在り方
等に関する特別部会」では、まずその
議論を行う必要があることを確認した。

●要望書を厚労省に提出
四病院団体協議会は５月 30日、厚
労省の神田医政局長に「熊本地震に係
る要望書」を手渡した。現行の補助金
制度は熊本地震で被災した民間医療機
関が復旧する上で、不十分と指摘。補
助金の拡充などを要望した。
具体的には、①災害復旧費補助金の

ョナル・オートノミーとは何であるか
という意見も出て、結論的には、学会
や医師会、病院団体がそれを十分に発
揮してこなかったのではないかとい
うところまで議論が進んだ」と述べた。
その上で、「その反省を含めて、議論
を深める必要がある」と性急な対応は
望ましくないとの姿勢を示した。
原澤茂副議長（全国公私病院連盟常
務理事）は「公私病連としては、最低
３年ぐらい延期するのが妥当だと考え
ている」と述べた。
そのほか、同日の日病協では、高額
薬剤が医療保険財政に与える影響への
対応を議論した。悪性黒色腫のがん免
疫療法治療薬として保険収載されたオ
プジーボ（小野薬品工業）が肺がんに

対象を被災したすべての医療機関とす
る②補助金の対象経費の拡大、50万円
超としている医療機器の下限を 10万
円とする等③補助率の引き上げ④申請
書類の事務手続きの簡略化、申請期間
の延長─を求めている。

適用が拡大され、さらに複数の適用で
治験が始まっている。個別の医薬品が
医療保険財政に影響を与えることが現
実化していることをふまえ、「歯止め
をかける」ことの対応が議論された。
同様の問題は中医協総会でも議論さ
れていて、薬事承認された適用を薬価
収載の段階で一部制限する案などが出
ている。原澤副議長は、薬価が高止ま
りすることを防ぐために、薬事承認か
ら保険収載までの一連の流れを、統一
的に把握する組織が必要とする意見が
あったことを紹介した。
これらの意見が中医協総会に反映さ
れるよう、中医協総会の委員である全
日病の猪口雄二副会長と日本病院会の
万代恭嗣常任理事に期待がかかった。

日本専門医機構に質問状　社員・理事の取扱いで説明求める

７対１の移行など2016年度改定の影響を調査

熊本地震で厚労省に要望書を提出

新専門医制度「議論が煮詰まっていない」

2016年度の第１回『業務フロー図作
成講習会』が５月 19日に開かれ、18病
院・67名が参加して、業務フロー図の
考え方と作成方法を学んだ。
講習会の冒頭に挨拶した西澤寬俊会
長は、「業務フロー図は普段の業務の
洗い出しのみならず、医療事故調査制
度の原因分析を行う際に非常に重要な
ツールだ。講習会の成果を各病院の業
務改善に活かしていただきたい」と述
べた。
続いて飯田修平常任理事（医療の質
向上委員会委員長）が業務フロー図の
考え方を説明。「どんな仕事もプロセ
ス管理が大事だが、とくに病院は極め
て複雑な業務を複雑な組織で行ってい
る。しかも患者の状態は常に変わり、
業務の変更も多い。最もプロセス管
理が求められる仕事である」と述べて、
業務フロー図の意義を説明した。
品質改善活動では、PDCAサイクル

（Plan、Do、Check、Act）が基本と
なるが、なかでもPlan が一番大事だ。
「Plan が適切でなければ、その後の過
程が適切にできるわけがない」と飯田常
任理事。重要な問題点を抽出し（問題発
見）、その要因を分析して要因の対策を
立案することが出発点となる。Planを
踏まえて、Do（対策実施）、Check（結

果を検証）、Act（業務に落とし込む）の
手順を踏んでPDCAサイクルを回す。
Plan の段階で問題点を抽出するに
は、業務の手順を把握する必要があり、
ここで業務フロー図が役にたつ。ただ
し、抽象的なレベルではいけない。「具
体的な行動を記述したアクションレベ
ルまで分析しないと問題点を抽出でき
ない」（飯田常任理事）。
手順としては、まず分析対象となる
業務の概要を記載したプロセス概要図
を作成し、その上で、詳細な業務フロ
ー図（アクティビティ図）を作成する
流れとなる。アクティビティ図を描く
には、業務を分析して担当者を抽出し、
役割を定義、行為・動作を抽出し、ま
とめる作業となる。
「仕事がきちんとできることと、自
分の仕事を把握し、プロセスを書ける
ことは別のもの。プロセスを理解して
いないと医療の安全確保はできない」
と飯田常任理事は解説した。

グループワークで研鑽積む
講習会では、業務フロー図の考え方
や作成方法に関する講義を受けた後で、
病院ごとに分かれてグループワークを
行った。
この日の課題は、プロセス概念図か

ら詳細なアクティビティ図を作成する
こと。各病院は、事前に、①紹介患者
の受け入れ、②結核疑い入院患者の対
応、③造影CT検査の業務フロー図作
成の３つから１つを選び、自院の業務
フローに基づいて業務フロー図を作成
した。グループワークでは、担当講師
の指導を受けながら、それぞれの病院
の実情を踏まえた業務フロー図を作成
した。
全日病は、20年前から医療機関の経
営には医療の総合的質経営（TQM）の
導入が必要であると提言し、活動を続
けてきた。この日の講習会もその活動
の一環だ。また、2014・15年度の厚生
労働科学研究「業務フロー図に基づく
医療の質向上と安全確保を目指した多

職種協働チームの構築と研修教材・プ
ログラム開発に関する研究」の成果報告
会を兼ねている。同研究事業では、2年
間の成果をまとめて、『業務工程（フロー）
図作成の基礎知識と活用事例』を作成。
この日の教材として使用された。
飯田常任理事らは、業務フロー図の
教材づくりに続いて、特性要因図を学
ぶための教科書づくりに取組む考えだ。
業務フロー図は、業務の問題点を抽
出する際に使われるが、要因を分析す
るには、特性要因図が有用。なお、今
年度は、業務フロー図作成の講習会と
特性要因図の講習会を別に実施する。
飯田常任理事は、「特性要因図の講習
会にもぜひ参加してほしい」と呼びか
けた。

業務改善を目指し業務フロー図の作成方法学ぶ
第１回業務フロー図作成講習会を開催

四病協

日病協

●厚労省の神田医政局長に要望書を手渡す医
法協の加納会長と全日病の西澤会長
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